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かぶしきがいしゃ

株式会社

代表取締役社長兼会長  

 

お の で ら
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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の

規定により、平成２１年２月２４日付け情郵審第１９号で公告された接続約款の変更案（長期増

分費用方式に基づく平成２１年度の接続料等の改定）に関し、別紙のとおり意見を提出しま

す。 

（文中では敬称を省略しております。）
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別 紙 

 

今回申請されたＬＲＩＣ方式に基づく平成２１年度の接続料については、接続料規則に則って

適切に行われたものと理解しています。 

なお、ＬＲＩＣ方式に基づく接続料については、平成１７年度から段階的に行われてきたＮＴＳ

コストの控除が平成２１年度で完了する一方、ユニバーサルサービス制度の利用者負担の抑

制を図る観点から、当面の間の措置としてき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用の接続料への段階

的な再算入が行われています。このため、平成２２年度以降の接続料水準は、トラフィックの減

少や保守コストの増加と相まって大幅に上昇する可能性があります。 

現行のＬＲＩＣ方式の算定モデル（４次モデル）の適用期間は平成２２年度までとされています

が、上記の状況を踏まえれば、適用期間中であっても柔軟に算定方法を見直すべきであるた

め、ＮＴＴ東・西は早期にレガシー系サービス（音声通話やドライカッパ）の扱い及びＮＧＮ・光

サービスへの移行に関する計画等の情報を明らかにすることが適当です。その上で、公の議

論として、ＮＴＴ東・西のネットワーク全体のコストを見据えて、レガシー系サービスを含む各

サービスの接続料算定の方法やユニバーサルサービス制度の在り方等について総合的な見

直しを早急に行い、ネットワークの効率性、ひいては国民的利益を担保する必要があると考え

ます。 

以 上 


